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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

中間連結会計期間
第19期

中間連結会計期間
第18期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （百万円） 11,474 13,092 24,505

経常利益 （百万円） 1,466 936 2,529

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 941 596 1,652

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 943 590 1,669

純資産額 （百万円） 4,988 6,441 5,811

総資産額 （百万円） 18,070 19,763 19,023

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 56.92 35.95 100.05

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 54.63 34.18 95.57

自己資本比率 （％） 27.2 32.0 30.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,043 △814 1,739

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △282 △185 △401

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,104 508 △684

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 4,917 5,423 5,914

（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

　当社は、2026年１月１日を効力発生日として、当社を吸収分割会社とする会社分割により、当社のアセットクリ

エーション事業及びアセットマネジメント事業（旧：不動産投資マネジメント事業）を当社の100％子会社であるGLC

株式会社（2026年１月１日付で株式会社グッドライフカンパニー分割準備会社より商号を変更。）に承継し、持株会

社体制に移行するとともに、同日付で当社の商号を「GLC GROUP株式会社」に変更いたしました。

　これに伴い、2026年１月１日付で、当社の連結子会社である株式会社グッドライフ建設はGLC建設株式会社に、株

式会社グッドライフエネルギーはGLC ENERGY株式会社に、それぞれ商号を変更いたしました。さらに、2026年４月３

日付で、株式会社プロキャリアエージェントはGLC COMPASS株式会社へ商号を変更し、今後は自社が開発したホテル

の運営業務を行って参ります。

　なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中

間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により、個人消費が堅調に推移し、設備投

資においても底堅い動きがみられるなど、国内経済は緩やかな回復傾向にあります。しかしながら、日本銀行に

よる政策金利の引き上げに伴う金融資本市場の変動に加え、中東情勢をはじめとする地政学リスクの国内経済へ

の影響など不透明な状況が続いており、今後も注視していく必要があります。

　不動産業界におきましては、人件費や建築資材の高騰に伴う物件価格の上昇に加え、金利の上昇基調に伴う財務

コストの増大など、事業環境の不確実性が高まっており、引き続き市場動向を慎重に見極める必要があります。一

方で、主要都市を中心とした賃貸需要は依然として堅調さを保っております。さらに、安定的な賃貸収益の確保に

加え、インフレ局面での売却益への期待を背景に、国内外の投資家による投資意欲は引き続き高水準を維持してお

ります。

　このような環境のもと、当社グループは、2026年度に開始した「中期経営計画2026-2028」に基づき、投資用新

築一棟賃貸マンションの用地仕入、販売、設計、建築、賃貸仲介、賃貸管理、売買仲介、エネルギー供給までを

ワンストップで担う「不動産ＳＰＡモデル」の深化に努めて参りました。特に、最大の強みである建築（自社施

工）を活かし、市場規模の大きい東京エリアへの本格進出を加速させるとともに、新たにホテル事業へ参入し収

益構造の多層化を推進しております。

　当中間連結会計期間においては、前連結会計年度から開発を行っていた８物件が竣工したことにより、当中間

連結会計期間末において当社が企画・開発に携わった物件の竣工棟数は累計202棟、管理戸数は8,150戸となりま

した。

　この結果、売上高は13,092百万円（前年同期比14.1％増）、営業利益は997百万円（同32.2％減）、経常利益は

936百万円（同36.1％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は596百万円（同36.7％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同

期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

 

（アセットクリエーション事業）

　当社グループの強みである「創る力（開発・設計・施工）」を単一セグメントへ集約し、フロー型収益の可視化

を図っております。当事業を当社グループの成長を牽引する戦略的領域と位置付け、当事業を中心とした積極的な

投資と事業拡大を推進して参ります。連結子会社であるGLC株式会社及びGLC建設株式会社においては、主に福岡・

熊本・沖縄・東京の各エリアにおいて、投資用新築一棟賃貸マンションの用地仕入、販売、設計、建築及び売買仲

介までを一貫して提供しております。また、連結子会社である株式会社デベロップデザインにおいては、首都圏を

中心に不動産開発、設計監理及び近隣対策業務を行っております。

　アセットクリエーション事業につきましては、中期的な成長戦略の一環として東京エリアでの展開に注力して参

りました。その結果として、当中間連結会計期間における東京都内での開発用地取得は４物件となり順調に進捗し

ております。また、既存事業エリアにおいても堅調に推移し、当中間連結会計期間において８物件が竣工するとと

もに、GLC株式会社では新規設計契約12件及びGLC建設株式会社では建築に係る工事請負契約８件を受注し、当中間

連結会計期間末における進行中の工事は16件となりました。

　この結果、アセットクリエーション事業の売上高は12,060百万円（前年同期比13.8％増）、セグメント利益は

922百万円（同30.2％減）となりました。
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（アセットマネジメント事業）

　当事業では、アセットクリエーション事業で開発した供給棟数の拡大に伴い、ストック型収益が着実に積み上が

る収益構造を強化することで、利益の安定化とキャッシュ・フローの最大化を図っております。当事業は３つの分

野で構成されており、１つ目は、連結子会社であるGLC株式会社において賃貸仲介及び賃貸管理サービスを提供し

ております。２つ目は、連結子会社であるGLC ENERGY株式会社において、主に当社グループが管理を行う物件の入

居者様に対し、プロパンガスの供給及び通信サービスの提供を行っております。３つ目は、連結子会社であるGLC

COMPASS株式会社において自社が開発したホテルの運営業務を行って参ります。

　当中間連結会計期間末において、投資用新築一棟賃貸マンション７物件の引渡し及び新規管理受託11物件により

管理受託件数が増加しております。また、プロパンガス供給棟数は184棟となっております。

　この結果、アセットマネジメント事業の売上高は1,032百万円（前年同期比17.2％増）、セグメント利益は419百

万円（同13.2％増）となりました。

 

　財政状態については、次のとおりであります。

 

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ684百万円増加し、16,341百万円となりま

した。主な要因は、販売用不動産が2,602百万円及び売掛金が62百万円増加した一方、仕掛販売用不動産が1,307百

万円、現金及び預金が491百万円及びその他の流動資産が78百万円減少したことによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ56百万円増加し、3,422百万円となりました。要因は、有形固定資産が62

百万円及び投資その他の資産が33百万円増加した一方、無形固定資産が39百万円減少したことによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ740百万円増加し、19,763百万円となりました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ４百万円減少し、7,975百万円となりまし

た。主な要因は、工事未払金が250百万円、その他の流動負債が111百万円及び契約負債が72百万円減少した一方、

短期借入金が350百万円及び株主優待引当金が62百万円増加したことによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ115百万円増加し、5,346百万円となりました。主な要因は、長期借入金が

139百万円増加した一方、退職給付に係る負債が19百万円減少したことによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ110百万円増加し、13,322百万円となりました。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ630百万円増加し、6,441百万円となりまし

た。主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上により利益剰余金が596百万円増加したことによりま

す。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末の5,914百万円に

比べ、491百万円減少し、5,423百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の減少は814百万円となりました。これは主に、販売用不動産の増加額2,602百万円、法人税

等の支払額422百万円及び仕入債務の減少額241百万円の資金の減少と、仕掛販売用不動産の減少額1,307百万円、

税金等調整前中間純利益936百万円及び減価償却費95百万円の資金の増加によります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は185百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出204百万円の

資金の減少と、敷金及び保証金の回収による収入25百万円の資金の増加によります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は508百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入1,480百万円及び短期

借入金の純増額350百万円の資金の増加と、長期借入金の返済による支出1,308百万円の資金の減少によります。
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（３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの主な資金需要は、用地仕入資金、建築資金、設備投資資金及び運転資金であります。それらの財

源については、自己資金及び金融機関からの借入により調達しております。

　このうち、金融機関からの借入に関して、収益用不動産の開発に係る用地仕入資金については、短期借入金で調

達し、賃貸用不動産の取得資金、収益用不動産を建売にて販売を行う場合の用地仕入資金及び賃貸マンション建設

資金、エネルギー事業におけるガス供給設備取得のための設備投資資金及びＭ＆Ａに係る資金については、長期借

入金での調達を行っております。

　当社グループは、その健全な財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力及び借入により、当

社グループの成長を維持するため将来必要な用地仕入資金、建築資金、設備投資資金、運転資金及びＭ＆Ａに係る

資金を調達することが可能と考えております。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,352,000 17,352,000
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 17,352,000 17,352,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2026年１月１日～

　2026年６月30日

　（注）１

7,200 17,352,000 0 70 0 305

　2026年５月１日

　（注）２
－ 17,352,000 △50 20 － 305

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2026年３月26日開催の第18回定時株主総会の決議に基づき、2026年５月１日付で減資の効力が発生し、資本金

の額50百万円（減資割合71.6％）を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。なお、払い戻し

を行わない無償減資であります。
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

髙村　隼人 福岡県福岡市早良区 10,528,000 63.47

三菱ＵＦＪｅスマート証券株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 1,307,300 7.88

佐方　修 熊本県熊本市西区 742,800 4.47

蔭山　恭一 滋賀県栗東市 500,000 3.01

近松　敬倫 熊本県熊本市西区 452,000 2.72

むさし証券株式会社
埼玉県さいたま市大宮区桜木町四丁目

333番地13
191,300 1.15

竹林　正隆 東京都大田区 188,608 1.13

株式会社三津野建設 熊本県熊本市東区健軍本町23番５号 120,000 0.72

分家　秀泰 東京都目黒区 88,000 0.53

高田　瑠弥 滋賀県草津市 80,000 0.48

計 － 14,198,008 85.59

（注）上記のほか当社所有の自己株式764,748株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 764,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,584,300 165,843

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式でありま

す。なお、単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 普通株式 3,000 － －

発行済株式総数  17,352,000 － －

総株主の議決権  － 165,843 －

（注）「単元未満株式」の普通株式には、自己株式48株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合（％）

（自己所有株式）

GLC GROUP株式会社

福岡市博多区博多駅前

三丁目４番１号
764,700 － 764,700 4.40

計 － 764,700 － 764,700 4.40

（注）「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が48株あります。なお、当該株

式は上表①の「単元未満株式」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,923 5,432

売掛金 175 237

契約資産 689 634

販売用不動産 6,253 8,856

仕掛販売用不動産 1,639 332

未成工事支出金 298 250

その他 675 596

流動資産合計 15,656 16,341

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,645 1,705

車両運搬具（純額） 20 17

工具、器具及び備品（純額） 22 18

土地 268 268

リース資産（純額） 61 57

建設仮勘定 27 41

有形固定資産合計 2,045 2,108

無形固定資産   

のれん 700 661

その他 6 6

無形固定資産合計 707 667

投資その他の資産   

繰延税金資産 130 191

その他 503 475

貸倒引当金 △20 △20

投資その他の資産合計 613 647

固定資産合計 3,366 3,422

資産合計 19,023 19,763
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 39 47

工事未払金 1,040 789

短期借入金 4,228 4,578

１年内返済予定の長期借入金 472 504

リース債務 16 16

契約負債 807 735

未払法人税等 423 398

賞与引当金 52 53

株主優待引当金 － 62

預り金 426 426

その他 473 362

流動負債合計 7,980 7,975

固定負債   

長期借入金 5,136 5,276

リース債務 51 46

退職給付に係る負債 26 6

繰延税金負債 10 10

その他 6 6

固定負債合計 5,231 5,346

負債合計 13,211 13,322

純資産の部   

株主資本   

資本金 69 20

資本剰余金 664 715

利益剰余金 5,398 5,994

自己株式 △406 △406

株主資本合計 5,725 6,322

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16 10

その他の包括利益累計額合計 16 10

新株予約権 69 107

純資産合計 5,811 6,441

負債純資産合計 19,023 19,763
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 11,474 13,092

売上原価 9,354 11,254

売上総利益 2,119 1,838

販売費及び一般管理費 ※ 648 ※ 840

営業利益 1,470 997

営業外収益   

受取利息及び配当金 3 6

受取補償金 27 －

補助金収入 5 －

協力金収入 3 7

保険解約返戻金 14 －

その他 5 7

営業外収益合計 60 20

営業外費用   

支払利息 61 72

その他 2 9

営業外費用合計 63 82

経常利益 1,466 936

特別損失   

固定資産除売却損 4 －

特別損失合計 4 －

税金等調整前中間純利益 1,462 936

法人税、住民税及び事業税 527 398

法人税等調整額 △7 △58

法人税等合計 520 340

中間純利益 941 596

親会社株主に帰属する中間純利益 941 596
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 941 596

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 △6

その他の包括利益合計 1 △6

中間包括利益 943 590

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 943 590
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,462 936

減価償却費 74 95

のれん償却額 38 38

株式報酬費用 38 38

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 0 △19

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 4 －

株主優待引当金の増減額（△は減少） － 62

受取利息及び受取配当金 △3 △6

支払利息 61 72

保険解約返戻金 △14 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 312 △7

販売用不動産の増減額（△は増加） △1,258 △2,602

仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） 2,714 1,307

未成工事支出金の増減額（△は増加） △171 48

仕入債務の増減額（△は減少） △411 △241

前渡金の増減額（△は増加） △1,019 83

契約負債の増減額（△は減少） 867 △72

預り金の増減額（△は減少） 1 △0

その他 114 △55

小計 2,809 △321

利息及び配当金の受取額 2 5

利息の支払額 △45 △75

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △722 △422

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,043 △814

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △224 △204

投資有価証券の売却による収入 3 0

無形固定資産の取得による支出 △7 △0

敷金及び保証金の差入による支出 △72 △1

敷金及び保証金の回収による収入 0 25

保険の解約による収入 24 －

その他 △5 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △282 △185

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,285 350

長期借入れによる収入 1,200 1,480

長期借入金の返済による支出 △862 △1,308

株式の発行による収入 6 1

自己株式の取得による支出 △306 －

自己株式取得のための預け金の増減額（△は増

加）
155 －

その他 △10 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,104 508

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △343 △491

現金及び現金同等物の期首残高 5,260 5,914

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,917 ※ 5,423
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

　家賃滞納保証業務に係る保証極度額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

家賃滞納保証業務 1,738百万円 1,869百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

役員報酬 52百万円 59百万円

給与及び手当 161 184

賃借料 27 55

賞与引当金繰入額 22 22

株主優待引当金繰入額 － 62

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 4,929百万円 5,432百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金及び定期積金
△12 △9

現金及び現金同等物 4,917 5,423
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年12月19日及び2025年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式104,400株の取得を

行っております。この結果、当中間連結会計期間において自己株式が306百万円増加し、当中間連結会計期

間末において自己株式が406百万円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間

連結損益

計算書

計上額

（注）２

 
アセット

クリエー

ション事

業

アセットマネジメント事業

計

 賃貸管理
エネル

ギー
その他 小計

売上高         

完成工事高 4,475 － － － － 4,475 － 4,475

土地売上高 2,813 － － － － 2,813 － 2,813

建売売上高 2,679 － － － － 2,679 － 2,679

プロパティマネジ

メント収入
－ 699 － － 699 699 － 699

ＬＰガス収入 － － 175 － 175 175 － 175

その他 554 － 5 － 5 560 － 560

顧客との契約から生

じる収益
10,523 699 181 － 880 11,404 － 11,404

その他の収益 70 － － － － 70 － 70

外部顧客への売上高 10,593 699 181 － 880 11,474 － 11,474

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 0 22 － 22 22 △22 －

計 10,593 699 204 － 903 11,497 △22 11,474

セグメント利益

又は損失（△）
1,322 349 21 △0 370 1,693 △222 1,470

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△222百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△221百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
 

EDINET提出書類

ＧＬＣ　ＧＲＯＵＰ株式会社(E34522)

半期報告書

17/22



Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間

連結損益

計算書

計上額

（注）２

 
アセット

クリエー

ション事

業

アセットマネジメント事業

計

 賃貸管理
エネル

ギー
その他 小計

売上高         

完成工事高 2,825 － － － － 2,825 － 2,825

土地売上高 7,133 － － － － 7,133 － 7,133

建売売上高 1,680 － － － － 1,680 － 1,680

プロパティマネジ

メント収入
－ 802 － － 802 802 － 802

ＬＰガス収入 － － 222 － 222 222 － 222

その他 317 － 3 － 3 320 － 320

顧客との契約から生

じる収益
11,956 802 226 － 1,028 12,985 － 12,985

その他の収益 103 － 3 － 3 106 － 106

外部顧客への売上高 12,060 802 229 － 1,032 13,092 － 13,092

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 9 17 － 27 27 △27 －

計 12,060 812 247 － 1,059 13,119 △27 13,092

セグメント利益

又は損失（△）
922 387 39 △7 419 1,342 △344 997

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△344百万円には、セグメント間取引消去△１百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△343百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当中間連結会計期間より、持株会社体制への移行に伴い、事業ポートフォリオの最適化及び情報開示の

透明性向上を図るため、報告セグメントの区分を変更いたしました。これに伴い、従来「不動産投資マネ

ジメント事業」及び「エネルギー事業」の２区分であった報告セグメントを、「アセットクリエーション

事業」及び「アセットマネジメント事業」の２区分へ変更しております。

　なお、従来の「不動産投資マネジメント事業」を「アセットクリエーション事業」及び「アセットマネ

ジメント事業」へ分割し、従来「エネルギー事業」及び「その他」に区分しておりました「通信サービス

事業」については「アセットマネジメント事業」へ組み入れております。

　これに伴い、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを記載しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益 56円92銭 35円95銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 941 596

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
941 596

普通株式の期中平均株式数（株） 16,549,508 16,583,194

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 54円63銭 34円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 694,212 861,397

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会

計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算
定しております。

 

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　　　　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2026年８月７日

GLC GROUP株式会社  

 取締役会　御中   
 
 
 

 有限責任監査法人トーマツ 

 福岡事務所  
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 照屋　洋平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているGLC GROUP株式会

社の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、GLC GROUP株式会社及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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